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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　静電像が形成される像担持体と、該像担持体を帯電する帯電手段と、前記静電像をトナ
ーとキャリアを備えた現像剤で現像する現像手段と、を各々が備えた第１及び第２画像形
成ユニットと、
　該第１及び第２画像形成ユニットにおける各像担持体上に形成されたトナー像を、転写
媒体に順次転写する転写手段と、
　前記各現像手段に、トナーとキャリアを備えた補給現像剤を補給する補給手段と、
　前記各現像手段から、前記現像剤を排出する排出手段と、
　を有し、
　前記第２画像形成ユニットは、前記第１画像形成ユニットよりも転写媒体移動方向下流
側に配置されており、
　前記第１及び第２画像形成ユニットにおける前記各現像手段は、前記各像担持体上の転
写残トナーを回収可能である画像形成装置において、
　前記第２画像形成ユニットに補給される補給現像剤のキャリア重量比率は、前記第１画
像形成ユニットに補給される補給現像剤のキャリア重量比率よりも高いことを特徴とする
画像形成装置。
【請求項２】
　前記第１画像形成ユニットに補給される補給現像剤のキャリア重量比率をＣ（Ｎ）％、
前記第２画像形成ユニットに補給される補給現像剤のキャリア重量比率をＣ（Ｎ＋１）％
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とした時、１＜Ｃ（Ｎ＋１）／Ｃ（Ｎ）≦３の関係を満たすことを特徴とする請求項１に
記載の画像形成装置。
【請求項３】
　前記第１画像形成ユニットと前記第２画像形成ユニットは、前記転写残トナーを帯電す
る帯電補助手段を有することを特徴とする請求項１または２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記複数の画像形成ユニットのうちの一つは、ブラック色のトナーを用いるブラック画
像形成ユニットであり、
　前記第１画像形成ユニットと前記第２画像形成ユニットは、前記ブラック画像形成ユニ
ット以外のユニットであることを特徴とする請求項１ないし３のいずれかの項に記載の画
像形成装置。
【請求項５】
　前記補給現像剤のキャリア重量比率は、１Ｗｔ％以上４０Ｗｔ％以下であることを特徴
とする請求項１ないし４のいずれかの項に記載の画像形成装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、像担持体に形成された静電像をトナーとキャリアとを備える現像剤を用いて
現像する、静電記録方式や電子写真方式を利用した複写機やレーザービームプリンタなど
の画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真方式を用いた複写機、プリンタ、ファクシミリなどの画像形成装置は、
以下の構成（工程）を有する。回転ドラム型の像担持体である電子写真感光体（感光体）
、その感光体を所定の極性・電位に一様に帯電処理する帯電装置（帯電工程）。帯電処理
された感光体に静電潜像を形成する情報書き込み手段としての露光装置（露光工程）。感
光体上に形成された静電潜像を現像剤としてのトナーにより現像剤像（トナー画像）とし
て顕像化する現像装置（現像工程）。トナー画像を感光体の表面から紙などの記録材に転
写する転写装置（転写工程）。転写工程後の感光体上に多少ながら残余するトナー（残留
現像剤、転写残トナー）を除去して感光体面を清掃するクリーニング装置（クリーニング
工程）。記録材上のトナー画像を定着させる定着装置（定着工程）などである。
【０００３】
　転写工程後の感光体上に残余するトナーはクリーニング装置により感光体の表面から除
去され、クリーニング装置内に回収されて廃トナーとなる。しかし、環境保全や資源の有
効利用などの点から、このような廃トナーが出ないことが望ましい。
【０００４】
　そこで、クリーニング装置にて回収されている転写残トナー、所謂、廃トナーを現像装
置に戻して再利用する画像形成装置が提案されている。
【０００５】
　また、クリーニング装置を廃し、転写工程後の感光体上の転写残トナーを現像装置にお
いて「現像同時クリーニング」で感光体上から除去・回収し、再利用するようにしたクリ
ーナレス方式の画像形成装置が提案されている（特許文献１）。
【０００６】
　現像同時クリーニングは、転写工程後の感光体上の転写残トナーを、次工程以降の現像
工程時に現像装置に回収する。転写残トナーが付着した感光体は、引き続き帯電、露光し
て静電潜像が形成される。この静電潜像の現像工程時に、かぶり取りバイアスにより、感
光体表面の転写残トナーのうち、非画像部上に存在する転写残トナーを現像装置に除去・
回収する方法である。かぶり取りバイアスとは、現像装置に印加する直流電圧と感光体の
表面電位間の電位差であるかぶり取り電位差Ｖｂａｃｋのことである。
【０００７】
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　この方式によれば、転写残トナーは現像装置に回収されて次工程以降の静電潜像の現像
に再利用されるため、廃トナーをなくし、又メンテナンス時に手を煩わせることも少なく
することができる。又、クリーナレスであることから、感光体表面がクリーナーによって
研磨されにくくなるので感光体表層膜厚が一定に保たれ、感光体の寿命アップを達成する
ことが出来る。又、クリーナレスであることから画像形成装置の小型化にも有利である。
【０００８】
　上述のような現像同時クリーニングを採用したクリーナレス方式の画像形成装置におい
て、帯電装置として感光体に当接して感光体表面を帯電処理する接触帯電装置を用いる場
合、以下の問題がある。感光体上の転写残トナーが感光体と接触帯電装置との接触ニップ
部（帯電部）を通過する際に、転写残トナー中の、特に、帯電極性が正規極性とは逆極性
に反転しているトナーが接触帯電装置に付着することである。これにより、接触帯電装置
が許容以上にトナー汚染され、帯電不良の原因となる。
【０００９】
　即ち、現像剤としてのトナーには、量的には少ないながら、帯電極性がもともと正規極
性とは逆極性に反転しているトナーが混在している。又、帯電極性が正規極性のトナーで
あっても、転写バイアスや剥離放電などに影響されて帯電極性が反転するものや、除電さ
れて帯電量が少なくなるものもある。
【００１０】
　そのため、転写残トナーには、帯電極性が正規極性のもの、逆極性のもの、帯電量が少
ないものが混在し、そのうち逆極性トナーや帯電量が少ないトナーが、感光体と接触帯電
装置との接触ニップ部（帯電部）を通過する際、接触帯電装置に付着してしまう。
【００１１】
　また、感光体上の転写残トナーを現像同時クリーニングにて除去・回収するためには、
現像部に運ばれる感光体上の転写残トナーの帯電極性が正規極性であり、且つ、その帯電
量が現像装置によって潜像を現像できるトナーの帯電量であることか必要である。反転ト
ナーや帯電量が適切でないトナーについては、感光体上から現像装置に除去・回収できず
、不良画像の原因となってしまう。
【００１２】
　接触帯電装置へのトナーの付着を防出するために、以下の事が必要である。すなわち、
帯電極性が正規極性のもの、逆極性のもの、帯電量が少ないものが混在している感光体上
の転写残トナーを、正規極性へと帯電付与して帯電極性を正規極性に揃えると共に、その
帯電量を均一化する必要がある。
【００１３】
　そこで、従来、帯電補助手段として、以下の２つの構成がある。１つは、感光体の移動
方向において接触帯電装置より上流、且つ、転写手段より下流に位置していて、転写残ト
ナーを帯電するトナー帯電量制御手段である。もう一つは、このトナー帯電量制御手段よ
り上流、且つ、転写手段より下流に位置していて、感光体上の転写残トナーを均一化する
転写残トナー均一化手段（残留トナー均一化手段）である。これら残留トナー均一化手段
、トナー帯電量制御手段に一定の直流電圧を印加することによりこの問題を解決している
（特許文献２、特許文献３）。
【００１４】
　つまり、転写後に感光体上に残留する残留トナーを残留トナー均一化手段で均一化し、
その均一化された感光体上の転写残トナーをトナー帯電量制御手段で正規極性に帯電処理
する。その後、接触帯電装置で感光体面上を帯電すると同時に、トナー帯電量制御手段で
帯電処理した転写残トナーを、現像装置において現像同時クリーニングにて除去・回収す
るのに適正な帯電量に帯電処理し、現像装置で回収する。
【００１５】
　一方、近年の画像形成装置において、非磁性トナーと磁性キャリアを混合し、現像剤と
して使用する２成分現像方式が広く利用されている。２成分現像方式は現在提案されてい
る他の現像方式と比較して、画質の安定性、装置の耐久性などの長所を備えている。一方
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で、長期の耐久による現像剤の劣化、特にキャリアの劣化が不可避であったため、画像形
成装置の長期使用に伴い現像剤交換という作業を行う必要があった。そこでこの問題に対
する解決策がいくつか提案され、実用化されている。
【００１６】
　例えば、ブラック用、イエロー用、マゼンタ用およびシアン用の各現像器において、現
像動作によって消費した分のトナーを含む現像剤を現像器に補給し、現像器内の余剰な現
像剤を、現像器外に配置された廃現像剤収容容器に排出する構成がある（特許文献４）。
【００１７】
　つまり、現像剤の補給とほぼ同時に余剰現像剤の排出を行うため、画像形成装置の大型
化やコストの高騰を引き起こすことなく、現像剤全体としての特性を安定させることが可
能となる。これにより、現像剤交換または現像器交換という作業を不要にし、メンテナン
ス性向上、ランニングコスト低減を達成している。このような方式を一般に、現像剤自動
交換方式と呼んでいる。
【００１８】
　そこで上記クリーナレス方式と現像剤自動交換方式を併用することによって、感光体寿
命及び現像器寿命のアップ、廃トナー削減、を同時に達成することが可能となる。そして
、感光体、現像器、現像剤、廃トナーボックスの交換頻度を減少させ、画像形成装置のラ
ンニングコスト及びメンテナンス間隔の低減を達成することが出来る。
【００１９】
　また、近年フルカラー画像形成装置の高速化が要求され、タンデム画像形成方式が用い
られている。これは例えば、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの４色毎に感光体、
帯電装置、露光装置、現像装置を備え、これらを直列に並置し各ユニット毎に画像形成を
行うものである。このタンデム画像形成方式を用いることによって４色を同時に画像形成
することが可能なため、画像出力の高速化を達成することができる。
【特許文献１】特開２００４－１１７９６０号公報
【特許文献２】特開２００１－２１５７９８号公報
【特許文献３】特開２００１－２１５７９９号公報
【特許文献４】特開平６－３２４５６５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　しかし、上記クリーナレス方式の問題点として以下のようなことがあった。クリーナレ
ス方式はクリーナブレードを装着していないため、トナーの外添剤が感光体上に付着して
連れ回ることによって現像器内に回収され、現像器内のキャリアに外添剤が蓄積してキャ
リア劣化を引き起こしてしまうことがあった。特にフルカラーのタンデム画像形成方式に
おいては、クリーナレス方式を採用した場合、上流の画像形成ユニットから被転写体を介
して来た外添剤が下流ユニットに再転写し、再転写した外添剤が現像器に回収されてしま
う。よって、下流ユニット側に行くに従って外添剤が多く現像器内に蓄積してしまう。そ
の結果、下流ユニットに従って現像器内のキャリア劣化が顕著になってしまっていた。キ
ャリア劣化が発生してしまうと、トナーに対する帯電性能が低下してしまうため、トナー
かぶり、飛散、がさつき、画像濃度不良など様々な問題が発生してしまった。
【００２１】
　更に、上記クリーナレス方式の場合、各画像形成ユニットで発生した転写残トナーだけ
でなく、被転写体の移動方向上流側の画像形成ユニットで形成されたトナー像の一部が再
転写されたトナー（再転写トナー）も回収される。被転写体の移動方向において下流の画
像形成部ほど、上流の画像形成ユニットの数が多くなる。そのため、下流側の画像形成ユ
ニットほど、再転写トナー量が多くなる。ここで、転写残トナーや再転写トナーは、画像
形成ユニットの転写部において転写電界を印加しても被転写体に担持できなかったトナー
である。そのため、転写残トナーや再転写トナーは、その帯電電荷が正規の帯電極性とは
逆極性であるもの又は極性を持たないものが多い。このような転写残トナーや再転写トナ



(5) JP 4847259 B2 2011.12.28

10

20

30

40

50

ーが現像器に回収されると、現像器における帯電能力が低下して画像不良の原因となる。
そして、再転写トナーの現像器への混入は、下流側の画像形成ユニットの現像器ほど多く
なる傾向がある。よって、下流側の画像形成ユニットの現像器ほど、混入による画像不良
を招き易くなってしまうという問題がある。
【００２２】
　転写残トナーや再転写トナーは、転写部より感光体の回転方向下流に設けられた帯電補
助部材により適正な帯電量に戻して現像装置により回収させるという方法がある。しかし
、下流の画像形成ユニットほど再転写トナーが多いため、帯電補助部材が、トナー及び外
添剤などが蓄積して汚染され易い。そのため、下流の画像形成ユニットほど、転写残トナ
ーや再転写トナーの帯電量の制御が不十分になる。これにより現像装置内の現像剤に正規
の帯電極性とは異なるトナー量が増えたりすることが発生し易くなる。このため、トナー
かぶり、飛散、がさつき、画像濃度不良など様々な問題が発生してしまった。特に画像形
成ユニットの寿命末期で、キャリアの帯電性能低下が発生している場合において、これら
のような問題は顕著に発生してしまった。このような再転写トナー、再転写外添剤を無く
すことは非常に困難である。
【００２３】
　そこで、前述した現像剤自動交換方式をクリーナレス方式と併用することによって現像
剤の寿命を向上させることができる。しかし現像剤自動交換方式の場合、補給するトナー
にキャリアを含んでいるため、補給剤のキャリア比率を必要以上に上げてしまうと以下の
ような問題がある。それは、補給現像剤のコストが高くなることや、キャリア分による補
給剤の体積増加のため補給用トナーボトルに収容できるトナー量が少なくなることや、ト
ナー比率が低いが故に高濃度画像形成時の補給が間に合わなくなる、といった問題である
。
【００２４】
　そこで本発明の目的は、上流側画像形成ユニットからのトナーが混入することに起因す
る画像不良を防止することである。
【課題を解決するための手段】
【００２５】
　そこで本発明は、静電像が形成される像担持体と、該像担持体を帯電する帯電手段と、
前記静電像をトナーとキャリアを備えた現像剤で現像する現像手段と、を各々が備えた第
１及び第２画像形成ユニットと、該第１及び第２画像形成ユニットにおける各像担持体上
に形成されたトナー像を、転写媒体に順次転写する転写手段と、前記各現像手段に、トナ
ーとキャリアを備えた補給現像剤を補給する補給手段と、前記各現像手段から、前記現像
剤を排出する排出手段と、を有し、前記第２画像形成ユニットは、前記第１画像形成ユニ
ットよりも転写媒体移動方向下流側に配置されており、前記第１及び第２画像形成ユニッ
トにおける前記各現像手段は、前記各像担持体上の転写残トナーを回収可能である画像形
成装置において、前記第２画像形成ユニットに補給される補給現像剤のキャリア重量比率
は、前記第１画像形成ユニットに補給される補給現像剤のキャリア重量比率よりも高いこ
とを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明においては、上流側画像形成ユニットからのトナーが、下流側画像形成ユニット
の現像手段内に混入したとしても、画像不良の発生が防止できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、図面を用いながら、本発明を用いた画像形成装置の説明を行なう。
【００２８】
　（第１の実施例）
　先ず、本実施例の画像形成装置の全体構成及び動作について説明する。図１は本実施例
の画像形成装置１００の概略構成図である。画像形成装置１００は、イエロー、マゼンタ
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、シアン、ブラックの４色に対応して設けられ４つの画像形成部１Ｙ、１Ｍ、１Ｃ、１Ｂ
ｋを有する電子写真方式のフルカラープリンタである。画像形成装置１００は、画像形成
装置本体に接続された原稿読み取り装置（図示せず）又は画像形成装置本体に対し通信可
能に接続されたパーソナルコンピュータ等のホスト機器からの画像信号を受ける。そして
この信号に応じて、４色フルカラー画像を記録材（記録用紙、プラスチックフィルム、布
等）に形成することができる。各画像形成部１Ｙ、１Ｍ、１Ｃ、１Ｂｋにて像担持体とし
ての電子写真感光体２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｂｋ上に形成されたトナー像を、中間転写ベル
ト１６上へ転写し、記録材担持体８により搬送される記録材Ｐ上に転写する構成となって
いる。
【００２９】
　尚、本実施例では、画像形成装置１００が備える４つの画像形成部１Ｙ、１Ｍ、１Ｃ、
１Ｂｋは、現像色が異なることを除いて実質的に同一の構成を有する。従って、以下、特
に区別を要しない場合は、いずれかの画像形成部に属する要素であることを表すために符
号に付した添え字Ｙ、Ｍ、Ｃ、Ｂｋは省略し、総括的に説明する。
【００３０】
　画像形成部１には、像担持体として円筒型の感光体、即ち、感光ドラム２が配設されて
いる。感光ドラム２は、図中矢印方向に回転駆動される。
【００３１】
　感光ドラム２の周囲には帯電手段としての帯電ローラ３と、現像手段としての現像器４
、転写手段としての一次転写ローラ５、二次転写ローラ１５と、二次転写対向ローラ１０
と、帯電補助手段としての帯電補助装置６が配置されている。感光ドラム２の図中上方に
は露光手段としてのレーザースキャナ（露光装置）７が配置されている。又、各画像形成
部１の感光ドラム２と対向して、転写媒体であるところの中間転写体（中間転写ベルト）
１６が配置されている。中間転写ベルト１６は、駆動ローラ９の駆動により図中矢印方向
に周回移動し、トナー画像を記録材Ｐとの当接部へと搬送する。続いて中間転写ベルト１
６から記録材Ｐへトナー像を転写した後、定着装置１３によってトナー像が記録材Ｐへ熱
定着される。
【００３２】
　例えば、４色フルカラーの画像形成時について説明すると、先ず、画像形成動作が開始
すると、回転する感光ドラム２の表面が帯電ローラ３によって一様に帯電される。このと
き、帯電ローラ３には、帯電バイアス電源より帯電バイアスが印加される。次いで、感光
ドラム２は、露光装置７から発せられる画像信号に対応したレーザ光により露光される。
これにより、感光ドラム２上に画像信号に応じた静電像（潜像）が形成される。感光ドラ
ム２上の静電像は、現像器４内に収容されたトナーによって顕像化され、可視像となる。
本実施例では、レーザ光により露光して、像担持体表面の帯電電荷を減少させて帯電電位
を低下させた明部電位の場所に、トナーを付着させる反転現像方式を用いる。
【００３３】
　現像器４により、感光ドラム２上にトナー像を形成し、中間転写ベルト１６上にトナー
像を一次転写する。一次転写後に感光ドラム２表面に残ったトナー（転写残トナー）は、
補助帯電装置６を通過した後、再び現像器４内へ回収される。つまり、現像装置は、転写
残トナーを回収可能に構成されている。
【００３４】
　この動作をイエロー、マゼンタ、シアン、ブラックで順次行い、中間転写ベルト１６上
で４色のトナー像を重ね合わせる。その後、トナー像の形成タイミングに合わせて記録材
収納カセット（図示せず）に収容された記録材Ｐが供給ローラ１４により搬送される。そ
して、二次転写ローラ１５に二次転写バイアスを印加することにより、中間転写ベルト１
６上の４色のトナー像を、搬送されている記録材（転写媒体）Ｐ上に一括で二次転写する
。
【００３５】
　次いで、トナー像が転写された記録材Ｐは、定着手段としての定着装置１３に搬送され
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る。この定着装置によって、加熱、加圧されることで、記録材Ｐ上のトナーは溶融、混合
されて、フルカラーの永久画像となる。その後、記録材Ｐは機外に排出される。
【００３６】
　又、二次転写部で転写しきれずに中間転写ベルト１６に残留したトナーは、中間転写ベ
ルトクリーナー１８により除去される。これにより、一連の動作が終了する。
【００３７】
　尚、所望の画像形成部のみを用いて、所望の色の単色又は複数色の画像を形成すること
も可能である。
【００３８】
　次に、図２を参照して画像形成部１における動作を詳細に説明する。
【００３９】
　本実施例において、感光ドラム２は、帯電特性が負帯電性の有機光導電体（ＯＰＣ）で
あり、外径３０ｍｍ、中心支軸を中心に２００ｍｍ／ｓｅｃのプロセススピード（周速度
）をもって矢示の反時計方向に回転駆動される。
【００４０】
　感光ドラム２表面を一様に帯電処理する帯電手段として、接触帯電装置（接触帯電器）
３を有する。本実施例において、接触帯電装置３は、帯電ローラ（ローラ帯電器）であり
、感光ドラム２との間の微小ギャップにて生じる放電現象を利用して帯電する。帯電ロー
ラ２には、電源Ｓ１より所定の条件の帯電バイアス電圧が印加される。これにより、回転
する感光ドラム２表面は、所定の極性・電位に接触帯電処理される。本実施例において、
帯電ローラ２に対する帯電バイアス電圧は、直流電圧（Ｖｄｃ）と交流電圧（Ｖａｃ）と
を重畳した振動電圧である。より具体的には、－５００Ｖの直流電圧と、周波数１．３ｋ
Ｈｚ、ピーク間電圧Ｖｐｐ１．５ｋＶ、正弦波の交流電圧とを重畳した振動電圧である。
この帯電バイアス電圧により、感光ドラム２表面は帯電ローラ３に印加した直流電圧と同
じ－５００Ｖ（暗電位Ｖｄ）に一様に接触帯電処理される。
【００４１】
　本実施例においては、現像装置４はトナーとキヤリアからなる二成分現像剤による磁気
ブラシを、感光ドラム２に接触させながら現像を行う二成分接触現像方式を採用した現像
装置である。現像装置４は、現像容器４ａ、現像剤担持体としての非磁性の現像スリーブ
４ｂを備えている。現像スリーブ４ｂは、その外周面の一部を現像装置４の外部に露呈さ
せて、現像容器４ａ内に回転可能に配置してある。現像スリーブ４ｂ内には、非回転に固
定してマグネットローラ（不図示）が挿設されている。現像容器４ａは、二成分現像剤を
収容しており、現像容器４ａ内の底部側には現像剤攪拌部材４ｃが配役されている。又、
補給用トナーがトナーホッパー４ｄに収容されている。
【００４２】
　現像容器４ａ内の二成分現像剤（現像剤）は、主に非磁性トナーと磁性キャリアとの混
合物であり、現像剤攪拌部材４ｃにより攪拌される。本実施例において、トナーは、結着
樹脂、着色剤、そして必要に応じてその他の添加剤を含む着色樹脂粒子を有している。ト
ナーは、重合法により製造した負帯電性のポリエステル系樹脂であり、体積平均粒径は５
μｍ以上８μｍ以下が好ましい。そしてこのトナーの流動性や帯電付与性を確保すること
を目的として、例えばシリカや酸化チタンなどの粒子が、外添剤として外添される。本実
施の形態では６．２μｍであった。トナーは磁性キャリアとの摺擦により負極性に摩擦帯
電される。
【００４３】
　キャリアは、例えば、表面酸化あるいは未酸化の鉄，ニッケル，コバルト，マンガン，
クロム，希土類等の金属、及びそれらの合金、又は酸化物フェライトなどが好適に使用可
能である。これらの磁性粒子の製造法は特に制限されない。そして、キャリアは、重量平
均粒径が２０～５０μｍ、好ましくは３０～４０μｍである。そして、抵抗率が１０７Ω
・ｃｍ以上、好ましくは１０８Ω・ｃｍ以上である。本実施の形態では１０８Ω・ｃｍの
ものを用いた。本実施の形態では、低比重磁性キャリアとして、フェノール系のバインダ
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ー樹脂に磁性金属酸化物及び非磁性金属酸化物と所定の比で混合し、重合法により製造し
た樹脂磁性キャリアを使用した。体積平均粒径は３５μｍ、真密度は３．６～３．７ｇ／
ｃｍ３、磁化量は５３Ａ・ｍ２／ｋｇである。
【００４４】
　現像スリーブ４ｂは、感光ドラム２との最近接距離（Ｓ－Ｄｇａｐ）を３５０μｍに保
持して感光ドラム２に近接対向配設される。この感光ドラム２と現像スリーブ４ｂとの対
向部が現像部ｃである。現像スリーブ４ｂは、現像部ｃにおいて感光ドラム２の進行方向
とは逆方向に回転駆動される。現像スリーブ４ｂ内のマブネットローラの磁力により、現
像容器４ａ内の二成分現像剤の一部が現像スリーブ４ｂの外周面に磁気ブラシ層として吸
着保持される。この磁気ブラシ層は、現像スリーブ４ｂの回転に伴い回転搬送され、現像
部において感光ドラム２の面に対して接触して感光ドラム面を適度に摺擦する。現像スリ
ーブ４ｂには、電源Ｓ２から所定の現像バイアスが印加される。本実施例において、現像
スリーブ４ｂに対する現像バイアス電圧は、直流電圧（Ｖｄｃ）と交流電圧（Ｖａｃ）と
を重畳した振動電圧である。より具体的には、－３５０Ｖの直流電圧と、周波数８．０ｋ
Ｈｚ、ピーク間電圧１．８ｋＶ、矩形波の交流電圧とを重畳した振動電圧である。そして
、回転する現像スリーブ４ｂの面にコーティングされ、現像部に搬送された現像剤中のト
ナーが、現像バイアスによる電界によって感光ドラム２の表面に静電潜像に対応して選択
的に付着し、現像が行なわれる。現像部を通過した現像スリーブ４ｂ上の現像剤薄層は、
引き続く現像スリーブ４ｂの回転に伴い現像容器４ａ内の現像剤溜り部に戻される。現像
容器４ａ内の二成分現像剤のトナー濃度を、略一定の範囲内に維持するために、以下のよ
うな制御を行う。現像容器４ａ内の二成分現像剤のトナー濃度を、例えば、光学式トナー
濃度センサによって検知する。その検知情報に応じてトナーホッパー４ｄ内に配置されて
いるトナー補給スクリューの回転動作を制御し、現像容器４ａ内に、少量のキャリアを含
むトナー（補給現像剤）を補給する。二成分現像剤に補給されたトナーは、攪拌部材４ｃ
により攪拌される。
【００４５】
　現像装置４では、現像剤の置換が行われる。即ち、補給剤として少量のキャリアをトナ
ーに混入させた補給剤を現像装置４内に補給する補給手段を有し、それによる補給剤の補
給と同時に、現像装置４内の現像剤の排出を行う排出手段を有する。以下、図３を用いて
説明する。
【００４６】
　現像装置４においては、現像剤の自動交換を行うために現像剤の補給、及び、現像剤の
排出を行う。本実施例では、現像装置４内の現像剤に含まれるトナー濃度が７Ｗｔ％とな
るように補給される。この値はトナーの帯電量、キャリア粒径、画像形成装置の構成等に
応じて適正に調整されるべきものであって、必ずしもこの数値に従わなければいけないも
のではない。
【００４７】
　現像装置４は、上記に説明したように二成分現像剤を循環させながら現像を行う現像容
器４ａと、新規のトナーと少量のキャリアを含む補給剤が収容された現像剤補給容器であ
るトナーボトル４ｄから現像剤の補給を実施する補給手段を有する。そして現像装置４は
、劣化した現像剤を現像剤回収タンク４ｅに回収する排出手段も有する。
【００４８】
　現像容器４ａは、現像剤補給口４ｆ、及び、現像剤排出口４ｇを有している。現像剤補
給口４ｆには、補給手段が、トナーボトル４ｄに貯蔵されたトナー及びキャリアを搬送し
て補給する現像剤搬送路４ｈ、そしてトナーボトル４ｄと搬送路４ｈとの間を連絡するホ
ッパー４ｉ、にて構成されている。現像剤搬送路４ｈには搬送部材である補給スクリュー
４ｊが配置されている。補給スクリュー４ｊは不図示の現像器駆動モータによりクラッチ
を介して回転される。補給スクリュー４ｊの現像剤搬送方向上流端には、補給スクリュー
４ｊの回転量を検出するためのエンコーダ４ｋが一体的に取り付けられている。
【００４９】
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　現像剤排出口４ｇには、排出手段として、劣化した現像剤を排出するための排出パイプ
４ｍが接続されている。排出パイプ４ｍにはスクリュー４ｎが配置されており、劣化した
現像剤を現像剤回収タンク４ｅへと排出する。現像剤回収タンク４ｅは、着脱自在に装着
されるようになっている。
【００５０】
　トナーボトル４ｄから新規の補給現像剤が補給され、現像容器４ａ内の現像剤の体積が
増加すると、現像容器４ａ内の現像剤が現像剤排出口４ｇからオーバーフローすることに
より現像剤の自動交換行われるようになっている。
【００５１】
　このようにして、トナーボトル４ｄから補給剤が補給され、現像容器４ａ内の現像剤の
体積が増加すると、現像容器４ａ内の現像剤が現像剤排出口４ｇからオーバーフローする
ことにより、キャリアの自動交換が行われるようになっている。
【００５２】
　現像容器４ａ内において、現像剤補給口４ｆ、現像剤排出口４ｇは、攪拌スクリュー４
ｃによる現像剤の搬送経路において、以下のように設けられている。すなわち、現像剤搬
送方向上流側から下流側に向かって、現像剤補給口４ｆ、補給剤が現像ローラ４ｄに供給
される位置、現像剤排出口４ｇの順に配置されている。
【００５３】
　少量キャリア補給と現像装置内現像剤排出を行う構成は、現像容器内の劣化キャリアが
徐々に入れ替わる構成なので、この構成を採用すると、トナースペント、外添剤汚染等キ
ャリアが劣化した場合の現像剤の延命効果が期待できる。このような構成を採用しない場
合は、キャリア表面にトナー、外添剤が徐々に蓄積し、トナーに対する電荷付与能力が低
下し、その結果、トナー電荷が低いことによるかぶり、飛散、画質劣化が発生する。従っ
て現像剤の入れ替わりがあれば、キャリア劣化の発生を低減でき、延命効果を達成できる
。
【００５４】
　この構成の特徴として、トナーボトル４ｄに収容される補給剤に混入させるキャリアの
量が多ければ、それだけ入れ替わりが早くなり、安定して推移する現像剤の平均スペント
量が小さくなることが挙げられる。又、画像比率が高い場合の方が入れ替わりが早い、と
いう特徴も有する。つまり、補給剤に含まれるキャリア比率が高く、出力画像の画像比率
が高いほどこの構成のメリットを享受できる。但し、補給は、あくまでトナー補給がメイ
ンなので補給剤のキャリア比率は、トナー補給量の観点で４０Ｗｔ％が上限になる。但し
、補給剤に含まれるキャリアの比率が高くなるに従ってコストがアップしてしまうという
問題も併せ持つ。
【００５５】
　本実施例において、転写手段として中間転写ベルト１６を有する。本実施例においては
、一次転写装置５は転写ローラである。一次転写ローラ５は、感光ドラム２に所定の押圧
力をもって圧接されている。一次転写ローラ５には電源Ｓ３からトナーの正規帯電極性で
ある負極性とは逆極性である正極性の転写バイアス、本実施例では＋２ｋＶが印加される
。これにより、中間転写ベルト１６の表面に感光ドラム２の表面側のトナー画像が順次に
静電転写されていく。
【００５６】
　本実施例においては、クリーナレスシステムを採用しており、中間転写ベルト１６に対
するトナー画像転写後の感光ドラム２の表面に若干量残留する転写残トナー（残留トナー
）を除去する専用のクリーニング装置を具備していない。転写後の感光ドラム２面上の転
写残トナーは、引き続く感光ドラム２の回転に伴い帯電部、露光部を通って現像部に搬送
されて、現像装置４により現像同時クリーニングにて除去・回収される（クリーナレスシ
ステム）。本実施例において、現像装置４の現像スリーブ４ｂは、上述のように現像部に
おいて感光ドラム２の表面の進行方向とは逆方向に回転させている。このような現像スリ
ーブ４ｂの回転は、感光ドラム２上の転写残トナーの回収に有利である。感光ドラム２上
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の転写残トナーは露光部を通るので、露光工程はその転写残トナー上からなされる。通常
は、転写残トナーの量は少ないため、転写残トナー上から露光工程を行うことによる大き
な影響は現れない。但し、上述したように、転写残トナーには帯電極性が正規極性のもの
、逆極性のもの（反転トナー）、帯電量が少ないものが混在している。その内の反転トナ
ーや帯電量が少ないトナーが、帯電部を通過する際に帯電ローラ３に付着すると、帯電ロ
ーラ３が許容以上にトナーにより汚染してしまい帯電不良を生じることがある。
【００５７】
　又、感光ドラム２上の転写残トナーを、現像装置４により現像動作と同時に効果的に除
去・回収するためには転写残トナーの帯電量が重要な因子となってくる。即ち、現像部に
持ち運ばれる感光ドラム２上の転写残トナーは、その帯電極性が正規極性であり、且つ、
その帯電量が現像装置によって感光ドラム２の静電潜像を現像できるトナーの帯電量であ
ることが好ましい。転写残トナーの帯電極性が反転している場合や帯電量が適切でない場
合には、感光ドラム２上から現像装置４に除去・回収できず、不良画像の原因となる。
【００５８】
　そこで、帯電補助手段として、以下の２つを有する。１つは、転写部よりも感光ドラム
２の回転方向下流側の位置において、感光ドラム２上の転写残トナーを均一化するための
、残留トナー均一化手段（残留現像剤像均一化手段）６ａである。もう１つは、この６ａ
よりもドラム回転方向下流側、且つ、帯電部よりもドラム回転方向上流側の位置で、転写
残トナーの帯電極性を正規極性である負極性に揃えるためのトナー帯電量制御手段（現像
剤帯電量制御手段）６ｂである。
【００５９】
　一般的に、転写されずに感光ドラム２上に残留した転写残トナーは、反転トナーや帯電
量が適切でないトナーが混在している。そこで、残留トナー均一化手段６ａにより一度転
写残トナーを除電し、次いでトナー帯電量制御手段６ｂで再度転写残トナーを正規極性に
帯電処理する。これにより、帯電ローラ３への転写残トナーの付着防止を効果的に成すと
共に、現像装置４での転写残トナーの除去・回収を完全に行うことができる。そのため、
転写残トナー像パターンのゴースト像の発生も防止される。本実施例では、残留トナー均
一化手段６ａ及びトナー帯電量制御手段６ｂは、適度の導電性を持ったブラシ状部材であ
り、ブラシ部を感光ドラム２の表面に接触させて配設されている。それぞれ残留トナー均
一化手段６ａと感光ドラム２の表面との接触部、トナー帯電量制御手段６ｂと感光ドラム
２の表面との接触部を形成している。残留トナー均一化手段６ａには、電源Ｓ４より正極
性の直流電圧が印加されており、トナー帯電量制御手段６ｂには、電源Ｓ５より負極性の
直流電圧が印加される。
【００６０】
　それぞれに印加される直流電圧の大きさは、装置内に設置した温湿度センサにより検知
した温度及び相対湿度より計算される絶対水分量により、図４（ａ），（ｂ）に示すごと
く変化させている。例えば、温度２３℃、絶対水分量１０．５ｇ／ｍ３の環境下において
は、残留トナー均一化手段６ａには＋２５０Ｖ、トナー帯電量制御手段６ｂには－７５０
Ｖの直流電圧がそれぞれ印加される。転写部において、中間転写ベルト１６へのトナー画
像の転写後に感光ドラム２上に残留する転写残トナーは、残留トナー均一化手段６ａと感
光ドラム２との接触部に至り、残留トナー均一化手段６ａによりその電荷量が０μＣ／ｇ
近傍で均一化される。更に、残留トナー均一化手段６ａで均一化された感光ドラム２の表
面上の転写残トナーは、トナー帯電量制御手段６ｂと感光ドラム２との接触部に至り、ト
ナー帯電量制御手段６ｂにより、その帯電極性が正規極性である負極性に揃えられる。転
写残トナーの帯電極性を負極性に揃えることにより、帯電ローラ３と感光ドラム２との接
触部（帯電部）で、転写残トナーの感光ドラム２への鏡映力を大きくし、転写残トナーが
帯電ローラ３へ付着するのを防止する。この為にトナー帯電量制御手段６ｂにより転写残
トナーに与える帯電量は、現像時のトナー帯電量と比較すると約２倍以上であるのが好ま
しくし温度２３℃、絶対水分量１０．５ｇ／ｍ３の環境下では凡そ－５０μＣ／ｇである
。帯電補助装置６には図示しないレシプロ機構が搭載されていて、感光ドラム２の駆動と
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レシプロ機構の駆動が同一駆動となっている。このレシプロ機構によって帯電補助部材を
主走査方向に陽動させ、感光ドラム上の転写残トナーや、後に説明する研磨粒子を効率よ
く残留トナー均一化手段６ａ及びトナー帯電量制御手段６ｂに捕集することが出来る。
【００６１】
　次に、現像工程における転写残トナーの回収について説明する。現像装置４は上述のよ
うに、現像と同時に転写残トナーを回収、清掃する。感光ドラム２上の静電潜像の現像に
使用されるトナー帯電量（平均値）は、温度２３℃、絶対水分量１０．５ｇ／ｍ３の環境
下においては凡そ－２５μＣ／ｇである。感光ドラム２上の転写残トナーが現像装置４に
十分に回収されるためには、現像装置４に到達する転写残トナーの帯電量がおよそ１５～
３５μＣ／ｇの範囲であることが好ましい。しかし、上述のように、帯電ローラ３へのト
ナー付着を防止するためにトナー帯電量制御手段６ｂによって、－５０μＣ／ｇと負極性
に大きく帯電された転写残トナーは、現像装置４において回収させるためには除電を行う
必要がある。ここで、帯電ローラ３には感光ドラム２表面を帯電処理するために、交流電
圧（周波数１．３ｋＨｚ、ピーク間電圧Ｖｐｐ＝１．５ｋＶ）が印加されている。この時
、帯電ローラ３が感光ドラム２表面を帯電処理すると同時に、感光ドラム２上の転写残ト
ナーが交流除電される。斯かる交流電圧条件において、凡そ－５０μＣ／ｇであった転写
残トナーの帯電量は、帯電部の通過後におよそ－３０μＣ／ｇとなる。これにより、現像
工程において、感光ドラム２上のトナーが付着されるべきではない部分（暗部電位Ｖｄ）
に付着した転写残トナーは、ＶｄｃとＶｄとの電位差によって現像装置４に回収される。
【００６２】
　かくして、（ｉ）感光ドラム２の回動に伴って転写部から帯電部へ搬送される転写残ト
ナーの電荷量を、トナー帯電量制御手段６ｂで正規極性である負極性に揃えて帯電処理し
て転写残トナーの帯電ローラ３への付着を防止する。（ｉｉ）帯電ローラ３で感光ドラム
２を所定の電位に帯電すると同時に、トナー帯電量制御手段６ｂで負極性に帯電処理され
た転写残トナーの帯電量を、現像装置４で感光ドラム２上の静電潜像を現像するのと同程
度の帯電量に制御する。これにより、現像装置４での転写残トナーの回収が効率的に行わ
れる。
【００６３】
　上述のようなクリーナレスシステム、特に現像同時クリーニング方式によれば、従来一
般に用いられているようなクリーニング装置を特別に設ける必要がなくなる。そして、廃
トナーを出さずに再利用することができ、メンテナンスの煩わしさ、装置の小型化に大き
く貢献するばかりでなく、環境保全や資源の有効利用などの点で好ましい。
【００６４】
　次に再転写トナー、再転写外添剤について説明する。第２、第３、第４の画像形成部１
Ｍ、１Ｃ、１Ｂｋには、各画像形成ユニットで形成されたトナー像の一次転写残トナーが
送られてくるだけではない。この一次転写残トナーに加えて、中間転写体１６の移動方向
において、より上流の画像形成ユニットで形成されたトナー像の一部である再転写トナー
、再転写外添剤が送られてくる。再転写とは、中間転写体１６の移動方向上流側の画像形
成ユニットで中間転写体に転写されたトナー像の一部が、下流側の画像形成部の一次転写
部を通過する際に、その下流側の画像形成ユニットの感光ドラム２上に付着する現象であ
る。そして、外添剤が単独で、あるいはトナーとともに、下流側の感光ドラムに再転写さ
れる。
【００６５】
　再転写トナー、再転写外添剤は、一次転写部での転写電界や、感光ドラム２との鏡映力
などにより感光ドラム２上に付着する。下流側の画像形成部ほど、上流の画像形成部の数
が多くなる。そのため、下流側の画像形成部ほど、再転写トナー量、再転写外添剤量が多
くなる。即ち、典型的には、第１、第２、第３、第４の画像形成ユニット１Ｙ、１Ｍ、１
Ｃ、１Ｂｋにおいて、再転写トナー量は、１Ｙ＜１Ｍ＜１Ｃ＜１Ｂｋの関係にある。特に
下流の画像形成ユニットに従って外添剤の混入量が多くなるため、下流ユニットに従って
外添剤によるキャリア汚染が顕著になる。
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【００６６】
　ここで先ほど述べたように、一次転写残トナーや再転写トナーは画像形成部の一次転写
部において転写電界を印加しても、中間転写体１６に担持できなかったトナーである。そ
のため、転写残トナーや再転写トナーは、その帯電電荷が正規の帯電極性とは逆極性であ
るもの又は極性を持たないものが多い。又、転写残トナーや再転写トナーは、トナー形状
としても、異形トナーやトナー粒径が平均粒径と異なるものが多い。更に、再転写トナー
は、上流の画像形成部で形成された別色のトナーから成るトナー像の一部であるので、ト
ナーの性質も異なることがある。
【００６７】
　これら一次転写残トナーや再転写トナーは、上述のように、一次転写部より感光体の回
転方向下流に備えられた残留トナー均一化手段６ａ及びトナー帯電量制御手段６ｂ、及び
帯電ローラ３により適正な帯電量に戻して、現像装置４で回収させる。しかし、下流の画
像形成ユニットほど再転写トナーが多いため、残留トナー均一化手段６ａ及びトナー帯電
量制御手段６ｂがトナー及び外添剤などが蓄積して汚染され易い。そのため、下流の画像
形成ユニットほど、転写残トナーや再転写トナーの帯電量の制御が不十分になる。
【００６８】
　図５に、残留トナー均一化手段６ａ及びトナー帯電量制御手段６ｂを通過した後の一次
転写残トナーの帯電量分布を示す。
【００６９】
　図５中の実線は、画像出力枚数がまだ少なく、残留トナー均一化手段６ａ及びトナー帯
電量制御手段６ｂの汚染が少ない状態での帯電量分布である。
【００７０】
　又、図５中の破線は、カラー画像を４００００枚出力した後にベタ画像（最高濃度レベ
ルの画像）を出力したときの、第１の画像形成ユニット１Ｙにおける転写残トナーの帯電
量分布である。ここで、４００００枚のカラー画像は、イエロー、マゼンタ、シアン、ブ
ラックのそれぞれについて平均画像比率が１５％であるものを出力した。
【００７１】
　そして、図５中の一点鎖線は、カラー画像を４００００枚出力した後にベタ画像（最高
濃度レベルの画像）を出力したときの、第４の画像形成ユニット１Ｂｋにおける転写残ト
ナーの帯電量分布である。ここで、４００００枚のカラー画像は、イエロー、マゼンタ、
シアン、ブラックのそれぞれについて平均画像比率が１５％であるものを出力した。
【００７２】
　このように、多量の画像形成を行った後の、第４の画像形成ユニット１Ｂｋでは、残留
トナー均一化手段６ａ及びトナー帯電量制御手段６ｂによるトナーの帯電量調整能力が低
下する。第２、第３の画像形成ユニット１Ｍ、１Ｃについても同様のことが言える。そし
て、典型的には、残留トナー均一化手段６ａ及びトナー帯電量制御手段６ｂによるトナー
の帯電量調整能力は、中間転写体１５の移動方向において下流の画像形成部ほど低下する
。
【００７３】
　そのため、残留トナー均一化手段６ａ及びトナー帯電量制御手段６ｂを通過した後のト
ナーは、正規の帯電極性である負極性ではなく、正極性のものや、正・負どちらの極性も
持たない帯電量ゼロ［μＣ／ｇ］に近いトナーの量が多くなる。
【００７４】
　このような正極性のトナーや、正・負どちらの極性も持たない帯電量ゼロ［μＣ／ｇ］
に近いトナーは、現像部におけるかぶり取り電位（Ｖｂａｃｋ：ＶｄとＶｄｃとの電位差
）による電界では、現像装置４に回収されない。但し、本実施例のように、現像装置４が
二成分接触現像方式を採用しているような場合には、現像部において、感光ドラム１上の
トナーは、現像スリーブ４ｂ上の磁気ブラシによって感光ドラム２上から掻き取られ、現
像装置４内に回収される。
【００７５】
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　従って、現像装置４内のトナーの帯電量分布が広域分布になり、且つ、平均帯電量が低
下する。このため、現像スリーブ４ｂとの間にかぶり取り電位（Ｖｂａｃｋ）を形成して
いる感光ドラム２上の白地部（非画像部）にトナーが付着し、かぶりなどの画像不良が発
生し易くなる。特に画像形成ユニットの寿命後半でキャリア劣化が発生している場合、現
像装置に回収されたトナーの帯電量をキャリアによって適正に出来なくなってしまうため
、画像形成ユニットの下流ほどキャリア劣化を抑制しなくてはならない。
【００７６】
　次に、図６にブラック単色画像形成時におけるイエロー、マゼンタ、シアンのタイミン
グチャートを示した。画像形成装置がブラック単色画像形成を行う場合、画像形成を行わ
ないイエロー、マゼンタ、シアンそれぞれのユニットの感光ドラムを空回転させている。
【００７７】
　次に、本実施例にて好適に使用される現像剤について述べる。
【００７８】
　現像剤は、初期状態の現像剤に含まれるトナー濃度が７Ｗｔ％となるように以下に説明
する磁性キャリアとそれぞれの色の顔料を含む非磁性トナーを混合したものである。この
時の、現像器中の現像剤におけるキャリア重量比率は、約９３Ｗｔ％である。
【００７９】
　現像剤に含まれる磁性キャリアとしては、例えば表面酸化、未酸化の鉄、ニッケル、コ
バルト、マンガン、クロム、希土類等の金属から構成されるフェライト、あるいは、それ
らの酸化物からなるフェライト等を用いることができ、その製法は問われない。磁性キャ
リアは周知の方法で樹脂被覆することができる。又、本実施例では、ネオジウム、サマジ
ウム、バリウム等を含むフェライト粒子に樹脂被覆を施した。そして重量平均粒径を２０
～１００μｍ、好ましくは２０～７０μｍとした。また、色現像剤用のキャリアとしては
１０７～１０９Ω・ｃｍ、黒色現像剤用のキャリアとしては１０９～１０１０Ω・ｃｍ、
の体積抵抗（比抵抗）値を有する磁性キャリアを用いた。
【００８０】
　磁性キャリアの比抵抗は、セルに磁性キャリアを充填し、この充填したキャリアに接す
るように１対の電極の一方、他方を配し、これらの電極間に電圧を印加して、そのときに
流れる電流を計測することにより測定した。比抵抗の測定条件は、充填したキャリアと電
極の接触面積が約２．３ｃｍ２、キャリア充填厚さが約２ｍｍ、上部電極の荷重が１８０
ｇ、印加電圧が１００Ｖであった。この場合、磁性キャリアが粉末であるため、充填率に
変化が生じることがあり、それにともない比抵抗が変化するので、そうならないようにキ
ャリアの充填に慎重を要する。
【００８１】
　キャリアの抵抗は、１．０×１０７Ω・ｃｍ未満ではキャリアの抵抗が低すぎることで
キャリアに電荷が注入されやすくなり、キャリア付着しやすくなるので、この値が下限で
ある。又、１．０×１０１０Ω・ｃｍ以上ではトナーが周りにある現像剤の状態で、絶縁
性に近い状態の電気特性を示すようになり、現像不良やエッジ強調も発生しやすくなるの
で、この値近傍が上限になる。
【００８２】
　磁性キャリアの平均粒径は、垂直方向最大限長で示している。本発明では、顕微鏡によ
り５０～１０００倍の倍率でキャリアを写真撮影し、得られた写真画像内のキャリア粒子
から３０００個以上のキャリア粒子をランダムに選び、それらの長軸を実測して算術平均
を取ることにより求めた。
【００８３】
　キャリアの磁化量は、通常のフェライトの磁気特性である３．０×１０５Ａ／ｍ近傍の
キャリアを用いている。磁気特性はこれに限られるものではなく、３．０×１０４Ａ／ｍ
～３．０×１０５Ａ／ｍの範囲が好ましい。３．０×１０４Ａ／ｍ未満の特性をもつキャ
リアでは、現像スリーブ上の現像剤コート不良等の問題が発生する。また、３．０×１０
５Ａ／ｍより大きい磁化量のキャリアを用いた場合、磁気ブラシムラによる画像の粒状性
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の低下が発生し得るので、上述の領域のものを使用した。
【００８４】
　磁化量は、キャリアの磁気特性を理研電子（株）製の振動磁場型磁気特性自動記録装置
にて、１００ｍＴの外部磁場中にパッキングしたキャリアの磁化（Ａｍ２／ｋｇ）を求め
、その後キャリアの真比重（ｋｇ／ｍ３）をかけることで磁化量（Ａ／ｍ）を算出した。
【００８５】
　上記の磁性キャリアとともに現像剤に使用されるトナーとしては、従来公知の粉砕系の
トナー等を用いることができる。トナーの体積平均粒径は４～１５μｍが好適である。
【００８６】
　又、本発明で使用する外添剤は、トナーに添加したときの耐久性の点から、トナー粒子
の重量平均粒径の１／１０以下の粒径であることが好ましい。この外添剤の粒径は、顕微
鏡によるトナー粒子の表面観察により求めたその平均粒径を意味する。外添剤は、トナー
粒子１００重量部に対し０．０１～８０重量部が用いられ、好ましくは０．０５～６０重
量部である。
【００８７】
　外添剤としては次のようなものが挙げられる。酸化アルミニウム、酸化チタン、チタン
酸ストロンチウム、酸化セリウム、酸化マグネシウム、酸化クロム、酸化スズ、酸化亜鉛
等の金属酸化物。窒化ケイ素等の窒化物。炭化ケイ素等の炭化物。硫酸カルシウム、硫酸
バリウム、炭酸カルシウム等の金属塩。ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム等の
脂肪酸金属塩。カーボンブラック。シリカ等。これら外添剤は単独で使用しても、複数併
用してもよい。好ましくは疎水化処理を行なったものがよい。但し、外添剤の役割として
は流動性付与とともにトナー電荷量コントロールもあるので、その極性は重要である。
【００８８】
　本実施例では、ネガ極性のトナーに対して、ネガ極性のシリカ３．０％と弱ポジ極性の
酸化チタン１．０％を外添している。両者とも流動性向上を目的としたものであるが、シ
リカはトナー帯電量を向上させるためにも添加している。
【００８９】
　以上の成分を含むトナーの帯電極性は、ネガ極性、ポジ極性どちらでも可能である。本
実施例では、ネガ帯電極性のトナーを用い、キャリアとの摩擦により帯電する平均トナー
帯電量（単位重量当りの電荷量；以下Ｑ／Ｍ）が－１．０×１０－２Ｃ／ｋｇ～－６．０
×１０－２Ｃ／ｋｇのものを用いた。
【００９０】
　次に、本実施例にて好適に使用される感光ドラムについて述べる。
【００９１】
　本実施例では、感光ドラム２として、直径が３０ｍｍの有機感光ドラムを用いている。
感光ドラム２は、図７に示すように、接地されたアルミニウムなどの導電材製ドラム基体
１ａの外周面に、通常の有機光導電体層（ＯＰＣ）からなる感光体層１ｂを形成塗布し、
その上に耐摩耗性に優れた保護層（ＯＣＬ）１ｃを塗布形成したものである。このうち感
光体層１ｂは、下引き層（ＣＰＬ）１ｂ１、注入阻止層（ＵＣＬ）１ｂ２、電荷発生層（
ＣＧＬ）１ｂ３、電荷輸送層（ＣＴＬ）１ｂ４の４層によって構成されている。感光層１
ｂは、通常は絶縁体であり、特定の波長の光を照射することにより、導電体となるという
特徴を有している。これは、光照射により電荷発生層１ｂ内に正孔（電子対）が生成し、
それらが電荷の流れの担い手となるからである。電荷発生層１ｂは厚さ０．２μｍのフタ
ロシニアン化合物で、電荷輸送層１ｃは厚さ２５μｍ程度のヒドラゾン化合物を分散させ
たポリカーボネートで構成されている。本実施例で用いている有機感光ドラムの寿命は１
００００枚である。
【００９２】
　図８に上記の画像形成装置の動作工程図を示した。
ａ：前多回転工程
　画像形成装置の始動（起動）動作期間（ウォーミング期間）である。画像形成装置のメ
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イン電源スイッチのＯＮにより、画像形成装置のメインモータを起動させて、所要のプロ
セス機器の準備動作を実行する。
ｂ：スタンバイ
　所定の始動動作期間終了後、メインモータの駆動が停止し、プリントジョブ開始信号が
入力されるまで画像形成装置をスタンバイ（待機）状態に保持する。
ｃ：前回転工程
　プリントジョブ開始信号の入力に基づいて、メインモータを再駆動させて、所要のプロ
セス機器のプリントジョブ前動作を実行する期間である。
より実際的は、１．画像形成装置がプリントジョブ開始信号を受信、２．フォーマッタで
画像を展開（画像のデータ量やフォーマッタの処理速度により展開時間は変わる）、３．
前回転工程開始、という順序になる。
【００９３】
　なお、前記１．の前多回転工程中にプリントジョブ開始信号が入力している場合は、前
多回転工程の終了後、前記２．のスタンバイ無しに、引き続き前回転工程に移行する。
ｄ：プリントジョブ実行
　所定の前回転工程が終了すると、引き続いて前記の画像形成プロセスが実行されて、画
像形成済みの記録材が出力される。
連続プリントジョブの場合は前記の画像形成プロセスが繰返されて所定枚数分の画像形成
済みの記録材が順次に出力される。
ｅ：紙間工程
　連続プリントジョブの場合において、一の記録材Ｐの後端と次の記録材Ｐの先端との間
隔工程であり、転写部や定着装置においては非通紙状態期間である。
ｆ：後回転工程
　１枚だけのプリントジョブの場合その画像形成済みの記録材が出力された後、あるいは
連続プリントジョブの場合その連続プリントジョブの最後の画像形成済みの記録材が出力
された後もメインモータを引き続き所定の時間駆動させる。これにより所要のプロセス機
器のプリントジョブ後動作を実行する期間である。
ｇ：スタンバイ
　所定の後回転工程終了後、メインモータの駆動が停止し、次のプリントジョブ開始信号
が入力されるまで画像形成装置をスタンバイ（待機）状態に保持する。
【００９４】
　上記において、ｄ：のプリントジョブ実行時が画像形成時であり、ａ：の前多回転工程
時、ｃ：の前回転工程時、ｅ：の紙間工程時、ｆ：の後回転工程時が非画像形成時である
。
【００９５】
　非画像形成時とは、上記の前多回転工程時、前回転工程時、紙間工程時、後回転工程時
のうちの少なくとも１つの工程時、さらにはその工程時内の少なくとも所定時間である。
【００９６】
　（実験１）
　ここで上記構成を採用している画像形成装置において発生した問題を説明する。本実施
例において、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックそれぞれの補給現像剤のキャリア比
率を１０％にした場合、以下のような問題が発生した。なお、補給現像剤のキャリア比率
とは、補給現像剤の重量に占めるキャリアの重量の割合のことである。
【００９７】
　画像比率１０％のフルカラー画像形成を行った場合、マゼンタ、シアン、ブラックにお
いて、下流ステーションのユニットに従って、トナーかぶり、飛散、粒状度（がさつき）
が悪化する現象が発生してしまった。表１に、フルカラー画像形成枚数が６０００００枚
に達したときのかぶり、飛散、粒状度、トナー帯電量低下率の詳細な結果を示した。尚、
かぶりに関しては、ベタ白画像を通紙したときの紙上のかぶり反射率測定の結果を記載し
、飛散に関しては、レーザースキャナ窓の汚れ具合を、○：良好、△：汚れあるが画質に
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影響なし、×：画質に影響あり（ＮＧ）の３段階評価を行っている。また粒状度（がさつ
き）に関しては、目視による評価を行い、○：良好、△：初期より悪化しているが画質に
影響なし、×：画質に影響あり（ＮＧ）の３段階評価を行った。かぶりの合格ラインは２
．０％以下で、飛散、粒状度レベルは△以上を合格ラインとした。トナー帯電量低下率は
、初期と６０００００枚通紙後のトナー帯電量を２成分ブローオフ法を用いて測定し、初
期のトナー帯電量に対する通紙後のトナー帯電量の低下率（％）を算出した結果である。
【００９８】
【表１】

【００９９】
　表１に示したように実験１の場合において、下流ステーションのユニットに従って、ト
ナーかぶり、飛散、粒状度（がさつき）が悪化する現象が発生してしまった。これは下流
側のユニットに従って、再転写トナー、外添剤が現像器内に多量に混入し、その結果下流
側のユニットに従って、キャリア劣化や現像器における帯電能力の低下が促進されてしま
ったためである。
【０１００】
　（実験２）
　一方、表２に、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックそれぞれの補給剤に含まれるキ
ャリア比率を１０％、１１％、１２％、１３％にした場合の評価結果を示す。画像比率１
０％のフルカラー画像形成を６０００００枚行ったときのかぶり、飛散、粒状度、トナー
帯電量低下率の詳細な結果を示した。
【０１０１】

【表２】

【０１０２】
　表２に示したように実験２の場合において、全ての画像形成ユニットにおけるトナーか
ぶり、飛散、粒状度（がさつき）を、現像器寿命６０００００枚を通じて安定したトナー
帯電量及び画質を維持することが出来た。
【０１０３】
　尚、全ての画像形成ユニットの補給剤に含まれるキャリア比率を１３％にすることによ
っても同様の効果が得られるが、上流ユニットのキャリア比率を必要以上に高くすること
はランニングコストが上がってしまうため実用的ではない。
【０１０４】
　又、本実施例においては、各色の補給剤に含まれるキャリア比率を前述の値として、画
像比率を１０％で画像形成を行った場合、全ての画像形成ユニットでトナーかぶり、飛散
、がさつきは現像器寿命６０００００枚を通じて発生しなかった。
【０１０５】
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　これに対して、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックそれぞれの補給剤に含まれるキ
ャリア比率を１０％、１０％、１２％、１３％と変更した評価を行なった。この場合、画
像比率３％のフルカラー画像形成を行った場合にも、全ての画像形成ユニットでトナーか
ぶり、飛散、がさつきは現像器寿命６０００００枚を通じて発生しなかった。その結果を
表３に示した。
【０１０６】
【表３】

【０１０７】
　この理由としては、画像比率が低いために、第１の画像形成ユニット１Ｙからの再転写
トナー及び再転写外添剤の、第２の画像形成ユニット１Ｍへの混入量が、実使用上問題が
ある混入量ではなかったためと考えられる。この場合にも、第１、第３及び第４の画像形
成ユニット、１Ｙ、１Ｃ、１Ｂｋ、或いは第２、第３及び第４の画像形成ユニット１Ｍ、
１Ｃ、１Ｂｋにおいて、下流ユニットほど補給剤に含まれるキャリア比率を多くしている
。このため、全体として、実用上問題ない程度に、トナーかぶり、飛散、がさつきの発生
を抑制することができる。
【０１０８】
　以上のように、クリーナレス方式と現像剤自動交換方式を併用した画像形成装置におい
て、上流側に対し下流側の画像形成ユニットの補給現像剤に含まれるキャリア比率を上げ
ることとした。これにより、再転写トナー、外添剤が混入した場合においても全ての画像
形成ユニットのキャリア劣化を抑制し、トナーかぶり、飛散、がさつきを発生させずに、
長期にわたって安定した画像形成を行うことを達成した。
【０１０９】
　更に詳細に検討した結果、補給剤に含まれるキャリア重量比率は１～４０Ｗｔ％に設定
することが好ましいことが分かった。もしキャリア重量比率を１Ｗｔ％より小さくした場
合、自動現像剤交換方式の効果がなくなってしまった。また４０Ｗｔ％を超えると、補給
用のトナー容器内に占めるトナーの割合が低くなってしまう。この為、例えば画像比率が
高い画像形成を連続して行った場合、トナー補給の追従性が損なわれてしまう。あるいは
、キャリアの補給量が排出量を上回ってしまうことによって現像容器内の現像剤が飽和し
てしまうことが発生してしまう。更にトナーボトル内でトナーに対する帯電が開始されて
しまうことによって余剰に電荷を持ったトナーが補給されてしまうことも発生した。よっ
て補給はあくまでトナー補給がメインなので補給剤のキャリア比率は、トナー補給量の観
点で４０Ｗｔ％以下が好ましい。
【０１１０】
　また、互いに近接する上流側のキャリア重量比率をＣ（Ｎ）％、下流側のキャリア重量
比率をＣ（Ｎ＋１）％とすると、１＜Ｃ（Ｎ＋１）／Ｃ（Ｎ）≦３とすることが好ましい
ことが分かった。補給剤のキャリア比率を必要以上に高くしてしまうとコストがアップし
てしまうため、Ｃ（Ｎ＋１）／Ｃ（Ｎ）＞３とした場合、下流側のキャリア比率が必要以
上に多くなってしまい、コストアップを招く。また、高濃度画像を現像するにあたって多
量のトナー補給が必要な場合、下流側の補給剤はトナー比率が低い為、トナー補給の追従
性も劣ってしまう。キャリア劣化に対しては上記関係式を満たすことによって十分に抑制
できることが分かった。
【０１１１】
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　尚、本実施例では、画像形成装置の構成については図１に示すものに限定されず、例え
ば中間転写体を用いずに感光ドラムから直接に記録媒体へとトナー像が転写される直接転
写方式のものにも適用できる。
【０１１２】
　また、本実施例で説明した画像形成装置の構成部品の寸法、材質、形状、及びその相対
位置等は、特に特定的な記載がない限りは、この発明の範囲をそれらのみに限定する趣旨
のものではない。
【０１１３】
　（第２の実施例）
　次に、実施例２について説明する。尚、本実施の形態における画像形成プロセスとして
は、前述した実施例１とほぼ同一であるため、重複する説明は適宜省略する。
【０１１４】
　ブラック単色の画像形成を行う際は、図６によって前述したように、他色の画像形成ユ
ニットは、感光ドラムのみを駆動させ、現像装置、帯電装置及び帯電補助装置は動作させ
ていない。よって、ブラック画像形成ユニット内に上流画像形成ユニットからの再転写ト
ナー、外添剤が混入することはまれである。
【０１１５】
　そこで、例えばフルカラー画像形成を行う頻度が高いユーザー向けの装置では、実施例
１のように各色の画像形成ユニットにおいて、下流ユニットに従って補給剤のキャリア重
量比を上げる、ということは非常に有用である。
【０１１６】
　一方、ブラック画像形成を行う頻度が高いユーザー向けの装置では、実施例１のように
ブラックの画像形成ユニットのキャリア重量比率を高くすることは、必要以上にキャリア
交換が行われてしまうために、コストアップを招いてしまっていた。
【０１１７】
　そこで本実施例においては、ブラック単色の画像形成を頻繁に行うユーザーのために、
以下の工夫を行なう。ブラックの画像形成ユニットの上流側に他色の画像形成ユニットが
ある場合でも、ブラックの画像形成ユニットにおける補給剤のキャリア重量比率を、必ず
しも上流側の画像形成ユニットにおける補給剤のキャリア重量比よりも高くしないことと
した。以下に詳細を述べる。
【０１１８】
　（実験３）
　本実施例では、フルカラーの画像形成を殆ど行わず、ブラックの画像形成を頻繁に行う
ユーザーのための装置を想定する。ユーザーの使用状態としては、フルカラー画像形成頻
度：ブラック単色画像形成頻度＝２：８を想定する。
【０１１９】
　イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの画像形成ユニットにおける補給剤のキャリア
重量比をそれぞれ、１０％、１１％、１２％、１１％とした。そして、フルカラー画像形
成頻度：ブラック単色画像形成頻度＝２：８の割合で、画像比率１０％で画像形成を各画
像形成ユニットで６００Ｋ枚行ったときの、かぶり、飛散、粒状度、トナー帯電量低下率
の評価を行なった。その結果を、表４に示す。
【０１２０】



(19) JP 4847259 B2 2011.12.28

10

20

30

40

50

【表４】

【０１２１】
　表４に示したように全ての画像形成ユニットにおけるトナーかぶり、飛散、粒状度（が
さつき）を、現像器寿命６０００００枚を通じて安定したトナー帯電量及び画質を維持す
ることが出来た。
【０１２２】
　（実験４）
　一方、フルカラーの画像形成とブラックの画像形成をほぼ同じ割合で行うユーザーのた
めの装置を想定する。ユーザーの使用状態としては、フルカラー画像形成頻度：ブラック
単色画像形成頻度＝１：１を想定する。
【０１２３】
　イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの画像形成ユニットにおける補給剤のキャリア
重量比をそれぞれ、１０％、１１％、１２％、１２％とした。そして、フルカラー画像形
成頻度：ブラック単色画像形成頻度＝１：１の割合で、画像比率１０％で画像形成を各画
像形成ユニットで６００Ｋ枚行ったときの、かぶり、飛散、粒状度、トナー帯電量低下率
の評価を行なった。その結果を、表５に示す。
【０１２４】
【表５】

【０１２５】
　表５に示したように全ての画像形成ユニットにおけるトナーかぶり、飛散、粒状度（が
さつき）を、現像器寿命６０００００枚を通じて安定したトナー帯電量及び画質を維持す
ることが出来た。
【０１２６】
　以上のように、ブラック単色の画像形成を頻繁に行うユーザー向けの装置として、以下
のような構成とする。ブラックの画像形成ユニットの上流側に他色の画像形成ユニットが
ある場合でも、ブラックの補給剤のキャリア重量比率を、必ずしも上流側の画像形成ユニ
ットにおける補給剤のキャリア重量比よりも高くしないこととする。且つ他の画像形成ユ
ニットについては、下流側の画像形成ユニットに従って補給剤に含まれるキャリア比率を
上げることとした。これによってクリーナレス方式と現像剤自動交換方式を併用した画像
形成装置において、以下の効果が得られる。それは、ブラック画像形成ユニットの補給剤
のキャリア比率を必要以上に上げることなく、再転写トナー、外添剤が混入した場合にお
いても全ての画像形成ユニットのキャリア劣化を抑制できる。それにより、トナーかぶり
、飛散、がさつきを発生させずに、長期にわたって安定した画像形成を行うことを達成で
きる。
【０１２７】
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　（第３の実施例）
　次に、実施例３について説明する。尚、本実施の形態における画像形成プロセスとして
は、前述した実施例１、２とほぼ同一であるため、重複する説明は適宜省略する。
【０１２８】
　実施例１、２においては、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの全ての画像形成ユ
ニットにおいてクリーナレスシステムを採用していた。一方、本実施例においては、ブラ
ックの画像形成ユニットのみ感光ドラム用のクリーナー機構を有する構成となっている。
そしてクリーナー機構を有するブラック画像形成ユニットの補給剤のキャリア比率は、ク
リーナレスの画像形成ユニットよりも低くする。且つ他色のクリーナレス画像形成ユニッ
トについては、下流側の画像形成ユニットに従って補給剤に含まれるキャリア比率を上げ
ることとした。以下に詳細を述べる。
【０１２９】
　本実施例では、ブラックのみ感光ドラムのクリーナー機構を有するため、転写残トナー
や外添剤の影響によるキャリア汚染が大幅に低減されているため、ブラックの補給剤のキ
ャリア比率を他のクリーナレス画像形成ユニットよりも低く設定できる。本実施例では、
ブラックの画像形成が頻繁に行われることを想定して、ブラックの画像形成ユニットのみ
感光ドラムの寿命をアップさせるためにアモルファスシリコン感光ドラムを用いている。
アモルファスシリコン感光ドラムは実施例１で説明した有機感光ドラムよりも耐磨耗性が
非常に優れている一方、表面が磨耗しないことによって画像流れが発生しやすいため、ク
リーナブレードを装着して使用されている。クリーナブレードを装着することによって感
光ドラム表面の放電生成物を除去することが可能となる。本実施例で用いている有機感光
ドラムの寿命は１００００枚、アモルファスシリコン感光ドラムは５０００００枚である
。
【０１３０】
　ここで本実施例におけるブラックの画像形成ユニットの詳細を、図９を用いて説明する
。現像装置４については実施例１、２と重複するため省略する。
【０１３１】
　帯電装置２１として、スコロトロンタイプのコロナ放電器を使用している。このコロナ
放電器は、放電ワイヤ２２を、感光ドラム２側が開口した金属製のシールドで覆って形成
されている。ブラック画像形成ユニットはクリーニング装置２０を有していて、一次転写
後に感光ドラム２表面に残った転写残トナーを、クリーニング装置２０によって除去して
いる。またブラック画像形成ユニットの感光ドラムとして、公知のアモルファスシリコン
感光ドラムを用いている。
【０１３２】
　（実験５）
　実験５では、ブラックのみ感光ドラムのクリーナー機構を有するため、転写残トナーや
外添剤の影響によるキャリア汚染が大幅に低減されているため、ブラックの補給剤のキャ
リア比率を他のクリーナレス画像形成ユニットよりも低く設定した。具体的にイエロー、
マゼンタ、シアン、ブラックの画像形成ユニットにおける補給剤のキャリア重量比をそれ
ぞれ、１０％、１１％、１２％、９％とした。そして表６に、画像比率１０％で画像形成
をそれぞれの画像形成ユニットで６０００００枚行ったときのかぶり、飛散、粒状度、ト
ナー帯電量低下率の詳細な結果を示した。
【０１３３】
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【表６】

【０１３４】
　表６に示したように実験５の場合において、全ての画像形成ユニットにおけるトナーか
ぶり、飛散、粒状度（がさつき）を、現像器寿命６０００００枚を通じて安定したトナー
帯電量及び画質を維持することが出来た。
【０１３５】
　以上のように、感光ドラムにクリーナー機構を有する画像形成ユニットにおける補給剤
のキャリア重量比率を、クリーナレスの画像形成ユニットにおける補給剤のキャリア重量
比よりも低くする。且つ他のクリーナレス画像形成ユニットについては、下流側の画像形
成ユニットに従って補給剤に含まれるキャリア比率を上げることとした。これによって、
クリーナー機構を有する画像形成ユニットの補給剤のキャリア比率を必要以上に上げるこ
となく、全ての画像形成ユニットのキャリア劣化を抑制できる。これにより、トナーかぶ
り、飛散、がさつきを発生させずに、長期にわたって安定した画像形成を行うことを達成
した。
【図面の簡単な説明】
【０１３６】
【図１】本発明が適用される画像形成装置の一例の概略構成図。
【図２】本発明に係る画像形成装置のクリーナレスシステムについての説明図。
【図３】本発明に係る現像装置の説明図。
【図４】（ａ）は残留トナー均一化手段の絶対水分量に対する印加電圧の関係を示す関係
図。（ｂ）はトナー帯電量制御手段の絶対水分量に対する印加電圧の関係を示す関係図。
【図５】本実施例における帯電補助部材通過後のトナー帯電量分布を示した図。
【図６】実施例１、２におけるブラック単色画像形成中の、他色の画像形成ユニットの動
作を示した図。
【図７】本実施例における有機感光ドラムを説明するための図。
【図８】本実施例における画像形成装置の動作工程を説明するための図。
【図９】実施例３におけるブラックの画像形成ユニットについて説明するための図。
【符号の説明】
【０１３７】
　１　画像形成ユニット（画像形成部）
　２　像担持体（感光ドラム）
　３　帯電手段（帯電ローラ）
　４　現像手段
　５　転写手段
　６　帯電補助手段
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